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報告概要
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1. 地方公会計と公共施設マネジメント（公共
FM）の関係

2. 公会計データ活用のイメージ

3. 公会計システムと公共FM支援システム間
の違いにおける課題の具体例と対応策

4. まとめ



1.1 地方公会計と公共施設マネジメント

3「地方公会計の推進に関する研究会 報告書」，H31/3/31 より

セグメント分析に
関する言及あり



1.2 公共FM最近の動向
～公共施設等総合管理計画と個別施設計画～
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インフラ長寿命化基本計画

公共施設等総合管理計画

2013年11月
インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定

2014年4月
総務省より地方公共団体等に策定要請
→ 2016年度まで計画策定経費の特別交付税措置

2017年9月時点で99.4%の地方公共団体が作成済み

学校 集会施設

庁舎等

道路 河川

公園等上水道

下水道 ・・・

公営住宅 スポーツ
施設

・・・

公共施設（建築物） インフラ施設

（個別施設計画） （個別施設計画）

（行動計画）

2017年3月 インフラ老朽化対策の今後の取組について（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議）
→ 2020年度までに個別施設計画を作成

2018年2月 公共施設等総合管理計画の作成にあたっての指針（改訂）
→ ユニバーサルデザイン化の推進方針（追加）



1.3 公共FMの流れ
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(1) 1960年代頃から増えてきている公共施設の多くは改築または大
規模改修の時期がきており、財政を圧迫する。← デフレ

(2) 人口減少、少子化、高齢化が進む中、公共施設の需給バランス
が崩れてきている。

(3) 縦割り組織内での最適解ではなく、組織全体での最適解を目指
し、公共施設マネジメントが始まる。

(4) 施設情報の一元管理のもと、施設のコスト、利用状況、老朽度
等を明らかにし、地域別に住民と協働しながら、施設の統廃合、
長寿命化、多機能化、売却等の方針・計画を策定し、実行して
いく。



1.4 公会計データの管理会計としての活用状況
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1.5 戦略(神)は細部に宿る
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• 公共施設マネジメントは、施設情報の一元管
理が重要！

• 公会計データ(固定資産台帳、施設別コスト)
は公共施設マネジメントに活用できる！

ツールとしてシステムを使うことになるが、
細部に戦略が宿らないシステムは使えない。

・建築と会計の業際にある。
・目的（管理会計、財務会計）が異なる。



1.6 本日の報告内容
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結論に至らない問題は多々ありますが、

(1) 公会計データから施設別行政コストを作成する機
会があり、その経験から得られた一般的な知見を
紹介します。

(2) 公会計システムと公共FM支援システムとの間で
データのやり取りを行った時に生じた問題とその
対処方法について説明します。

■世田谷区HPより



2.1 公会計データ活用の全体フロー
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公会計システム
※ セグメント分析対応
(会計別・事業別・施設別)

公共FM支援システムCSV出力
(40万行超)

CSV（Comma-Separated Values）出力の内容：
① 施設別公会計科目別金額
② 施設別人件費・間接費（①と別ファイル）

施設数 約1,000、公会計科目数 438
CSV出力の行数 ＝ 1,000×438 ＝ 438,000

敢えてシームレスにはしない



2.2 科目の関係
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予算科目
（細々節）

施設コスト項目
(細々節の集計)

公会計
導入前：

公会計
導入後：

公会計科目
（BS/PL）

施設コスト項目
(公会計科目の集計)

CSV出力

一部異なる！

1) 施設コストデータの内容が一部異なる → 過去データとの比較は不可
ただし、情報量は増えるので将来に期待

2) 予算科目：公会計科目 ＝ １：１（一部例外あり）

・維持管理費対象



2.3 施設コスト科目（例）
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■公会計導入後の施設コスト科目

施設名

費用 収入

維
持
補
修
費

扶
助
費
・
補
助
費
等

投
資
的
経
費

減
価
償
却
費

そ
の
他

人
件
費

間
接
コ
ス
ト

合
計

使
用
料
・
手
数
料

そ
の
他

合
計

物
件
費

う
ち
光
熱
水
費

う
ち
委
託
費

う
ち
賃
借
料

○○区民会館 5,000 200 300 800 550 ・・・

1) 導入前は主に着色部の維持管理に関する費用をデータ収集していた



2.4 施設別コストの見える化
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(1) 毎年、大量データが蓄積され、
データ検証、分析・評価するツー
ルが必要

(2) 公共FM支援システム内の施設情報
（コスト、利用率、用途種別、専
有面積、築年数、床㎡当りのコス
ト、利用者1人当りのコスト等）を
活用して分析

※ コストは任意の科目を選択できる
（複数科目選択の場合はその合計値）

システム画面例



※ 施設別コストのグラフ例
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外れ値の発見

施設間比較

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ分析

地域間比較

3D(試案中)



2.5 「一部異なる」理由

14

施設コスト ＝ 維持管理費 ＋ 事業運営費
（≒製造原価） （≒販売管理費）

・
・
・

公会計科目1

公会計科目2

公会計科目n

維持管理費 事業運営費

公会計システムから出てくる金額

(ex.事業委託料
備品購入費)

(ex.電気料、水道料)

公会計システ
ム側で仕訳さ
れていないと
厳しい

(ex.人件費)

1) 施設用途によって比率を設定する方法は考えられる



※ 総務省「地方公会計の推進に関する研究会
報告書（平成30年度）」より
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補助科目
等で識別



2.6 セグメント分析(施設別)に関する
課題の整理

16

一般事項：
(1)維持管理費と事業運営費の仕訳 →公会計側(補助科目等)
(2)複合施設等におけるコストの配賦
(3)指定管理者施設における指定管理料の内訳調査

システム上：（公会計システムと公共FM支援システムにおける）
(1)対象施設が異なる
(2)施設の存続期間が違う
(3)施設コード取得の考え方が違う
(4)複合施設の定義が異なる
(5)将来経費を計算する上で棟(固定資産台帳とは異なる)が

必要になる(減価償却費は施設、残存価額は棟)
※ 何れも緻密に対応すると労力がかかる。

管理会計なので過度に精密な対応は避けたい



3.1 公共ＦＭ支援システムのデータ構造例
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建物
（敷地）

施設

棟
(保全系)

部屋 利用状況

部位*

図面

光熱水履歴

工事履歴

保全110番

1     多

中長期
保全計画

棟*

(会計系)

施設カルテ

台帳

公共FMに資
する出力

委託履歴

修繕履歴

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ

核となる台帳

* 必須ではない 固定資産台帳上の建物



3.2 複合施設の例
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敷地

施設1

施設２

施設1

施設3

棟２

棟1

施設4

建物（総称）

・「建物」とは、同類敷地内の棟・施設の総称
・棟のない施設もある ・施設の老朽化とは？



3.3 複合施設の構成比例

19

世田谷区公共施設概要及び施設別行政コスト計算書一覧（形成30年度決算）より



3.4 施設数（参考）

20
世田谷区公共施設概要及び施設別行政コスト計算書一覧（形成30年度決算）より



3.5 両システムの特徴
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比較項目 公会計システム
（CSV出力） 公共FM支援システム

施設コード C1234567
（用途番号含む）

S1234

施設コード存続期
間

会計対象期間（建設仮勘定
が発生）

施設開設日から廃止日まで
（棟の竣工日、解体日とは
違う）

施設が移転したり、
改築した場合（棟
が変わる）

施設コードの変更はしない 原則、施設コードを変更す
る（維持保全的な立場か
ら）

施設に用途変更が
あった場合（棟は
同じ）

施設名を変え、コードも変
更する

原則、施設名は変えるが、
コードは変更しない

複合施設の状況 CSV出力から複合の状況は
不明（固定資産台帳に施設
との関連付けはある）

建物と施設の関連付けから
判断



3.6 両システム間で
対象施設が異なる（物的）
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全施設

FM施設

1) 公会計施設のみ → 区民農園、学校開放施設、収入のある駐車場等
2) FM施設のみ → 学校校舎内学童保育園

公会計施設



※ コスト情報の影響で施設の定義に変化
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FM施設 公会計施設
○○美術館 ○○美術館

○○美術館（駐車場）
△△スポーツ施設 △△スポーツ施設（野球場）

△△スポーツ施設（テニスコート）
△△スポーツ施設（プール）
△△スポーツ施設（駐車場）

□□小学校
□□小学校学童保育園

□□小学校
□□小学校（学校開放施設）

・FM支援システムの方に識別用のフラグを付けて、
（ ）付き施設を追加。



3.7 両システム間で
対象施設が異なる（時間的）
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平成30年度 平成31年度
3/31

4/14/1

3/31

施設A

施設B

施設C

開設日 廃止日

・・・ ・・・

施設D

・H30年度の会計データはH31年度に集計、公表される。
・4/1に施設所管課が変更になった場合、新所管課が会計処理を引き継ぐ。

⇒ H30年度に存在した公会計施設とH31/4/1時点のFM施設を固める。

組織改編がよくある

公会計施設として
はH30年度から



3.8 施設コード取得の考え方が違う

25

公会計施設は改築、引越しても施設コードは不変。
一方、FM施設のコードは変えていた。

毎年、公会計施設とFM施設との関連付け表を作成。

建物が変わった場合、施設コストや利用状況データは「施設」として
継続して見てもよいが、保全関連情報（図面、工事履歴、保全履歴）
はあまり意味がない。



3.9 複合施設の考え方が違う

26

複合施設（ふくごうしせつ）とは、同一の建築物（棟）
または敷地内にある複数種類の施設からなる施設の一般
的な呼称。

フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』より。赤字は発表者追加

公会計施設 → 棟

FM施設 → 敷地

公会計システムでは、同棟内の代表施設に建物の減価償却費が全額入る仕組み



3.10 公会計システムのCSV出力では
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敷地

施設1

施設２

施設1

施設3

棟２

棟1

施設4

「建物の減価償却費」
施設１→ 棟１＋棟２
施設２→ ０
施設３→ ０
施設４→ ０



3.11 敷地内で按分する専有面積Sを設定
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同敷地内にある複数施設の「建物の減価償却費」を合計し、次
の按分率を掛ける(前項図の場合)

按分率1＝S1／(S1+S2+S3+S4)
按分率2＝S2／(S1+S2+S3+S4)
按分率3＝S3／(S1+S2+S3+S4)
按分率4＝S4／(S1+S2+S3+S4)

ID 年度 公会計施設
コード

FM施設
コード

FM敷地
コード

按分用
専有面積 … 備考

1 2018 C000001 S0001 T0001 1500.00

2 2018 C000002 S0002 T0001 300.00

3 2018 C000003 S0003 T0001 200.00

4 2018 C000004 S0004 T0001 0.00



※ 減価償却費、減価償却累計額
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複合施設の場合、減価償却費は施設で按分したが、
減価償却累計額は棟の維持保全という観点から、按
分せず棟単位で評価する。

施設 棟

・減価償却費
・取得価額
・減価償却累計額
・残存価額



3.12 将来経費について
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公会計では過去の施設コストを明らかにすることが
できるが、公共FMを推進するためには将来経費
（Life Cycle Cost）予測も必要となる。

基本方針

ソ
フ

ト
評

価
コ
ス
ト

、
利

用
状

況
等

LCC
中長期保全計画ハード評価

老朽度、バリアフリー等

改築
長寿命化

長寿命化

廃止 転用
多機能化



3.13 公会計データ/将来経費と施設/棟の関係

31

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65

建築後経過年

建設費（100）

企画設計費

（2.5）

改修費（182）

維持保全費（135）

光熱水費（196） 解体費

( )内数値の出典：FM推進連絡協議会（2003）,「総解説ファシリティマネジメント」
・中規模事務庁舎 耐用年数65年の場合

・公会計データから
は推定が難しい部分
・棟単位で中長期保
全計画を作り、施設
に配分



（再）3.1 公共ＦＭ支援システムのデータ構造例
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建物
（敷地）

施設

棟
(保全系)

部屋 利用状況

部位*

図面

光熱水履歴

工事履歴

保全110番

1     多

中長期
保全計画

棟*

(会計系)

施設カルテ

台帳

公共FMに資
する出力

委託履歴

修繕履歴

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ

核となる台帳

* 必須ではない 固定資産台帳上の建物



3.14 保全系棟と会計系棟
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棟1 棟2

2001年竣工 2002年竣工

例えば、15年後、
保全目線では１棟
会計目線では２棟

1) 中長期保全計画は棟単
位で作成する。

2) 固定資産台帳上の建物
は粒度が異なり、保全
系棟と一致しないケー
スが多い。



3.15 公共施設全体の将来経費予測

34

用途毎に
パターン作成

新築
(改築)

解体中規模
改修

大規模
改修

中規模
改修

用途ごとに単価・周期を想定して年度ごとに金額を集計

施設名 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

施設1
施設2
施設3
施設4
施設5
施設6
施設7

施設i

施設N+1
施設N+2
施設N+3

※ 世田谷区公共施設等総合管理計画、H29/3 参考



4.1 公会計システムと公共FM支援システム間
での違いと対策
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システム間の違い 対策

対象施設 ・公会計施設とFM施設の関係を１：１とし、
その関連付け表を作成する。

施設の存続期間 ・年度毎に同表を作成する。
施設コード付与ルール ・年度毎に同表を作成する。

複合施設の定義
・同表に減価償却費の按分率用のデータ（専
有面積等）を追加し、按分率計算ルールを設
定する。
・その他科目は公会計システム側で按分する。

将来経費（中長期保全
計画）

・固定資産台帳上の建物は保全対象の建物と
粒度が異なるので、中長期保全計画計算用の
棟台帳を別途作成する。



4.2 一般課題と対策の方向
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課題 対策の方向
1. 施設別コストにおいて、

維持管理費と事業運営
費が混ざってしまう科
目がある。

・公会計システム側で補助科目等を導入し、
仕訳段階で維持管理費と事業運営費を分け
ることができるようにする。
・または、維持管理費と事業運営費の按分
比率を施設用途別に統計的に設定する。

2. 複合施設の場合、コス
トを按分する必要があ
る。

・配賦基準を設け、公会計システム側で施
設毎に按分されたコストを入力する。
・減価償却費のように按分率を設定できる
場合は、FM支援システム側で対応する。

3. 指定管理者の場合、施
設別コストの内訳が見
えなくなる。

・指定管理者の収支報告書等から施設別コ
スト項目を調査し、FM支援システム側で入
力する。ただし、対象施設数は多いので、
指定管理者の協力を得る等、入力方法は検
討を要する。



ご清聴、ありがとうございました。
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株式会社日本設計 PM･CM部 加藤 泰正

E-mail:  kato-ya@nihonsekkei.co.jp

mailto:kato-ya@nihonsekkei.co.jp
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